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官一学・産の連携  

■基礎研究成果結実の堂  

医療機器産業が壁  
抱える壁  性の壁  

■開発投資Iこ見合う点数設定の壁  

、阜i地車中l  医療技術産薫戦略コンソーシアム（METIS）  

研究開発から実用化までの戦略の検討、インフラの整備等を行ない、日本発  
の新しい医療機畢開発を推進することで、国際競争力の向上を目指す   

まとめ   

がんの予防・克服には、多くの医療技術■医療機器が貢献し、また、新しい医療技  
術・医療機器が次々と開発されるが、その開発には精力的な臨床研究が不可欠  

○我が国では薬事未承認の材料・機器を、企業が医療機関に提供して臨   
床研究を進めることが認められていない  

○新しい医療技術・医療機器に対して診療報酬上の適正な評価が与られ、   
産・苧の取組みにインセンチイブを働かせる必要がある  

○“がん”克服のための新しい試みにはアドバンテージとリスクの二面があ   
る。新しい医療機器の推進には、リスク分担の枠組みが明確になって   
いることが重要と考えます  

新しい医療技術・医療機器開発にかかる様々な諸問題を解消し、  
産・官・学をとりまく環境に変化を与え、必要とされる方々に提供で  
きるようになるためには、皆様のご理解とご支援が不可欠です  



映  

基本的な考え方■ZNO1203＠叫com  

・主たるテーマは均てん化（救命数・QOし向上の効果  
が大きい）。  

・基本的考え（D品質保証の傘。日本中であまねく、少   
なくとも、標準的治療が行えるようになること。  

・基本的考え②医療の質が見えるようにすること（不   

良品がモニターできる）。  

・基本的考え③そもそも、不良品が出ないようにする   
こと（不良品を修理するより、労力が少ない）  

・＊標準以下治療が発生させると思われる無駄を省  
きながら、がん診療に投資をすること。  

がん治療体系の現状  

■点病院で治療さ九ている王者は 之調．多くの同鶴は拠点病院外で起 こっている  
・現在、がん患者が、どこでどのような鼠の診療を受けているかは情報  
が少なすぎる．情報収集の仕組みを作りつつ考える必要がある．  
・がん拠点病院ネットワーク制度は、がん診療均てん化の中核となる  
仕組みである．しかし、がん拠点病院間丘には多々問題があると同時  
に、がん拠点内の同跡決は全体の同鶴解決ではなく、公平性や最  
大多数の最大事縞の観点から、同穏がある．  
・一例として、大阪府のデータから考零する．（†I！臣が不足、収集が必要）  

がん患者の20％  点病院平均  

がん拠点病院外  

がん堅者の帥％－一・－・－・－  

その他病院平均  

佃pソん仙W・m▼p†●l・0～もb炒J0  

20D6／12／28  

9■n吋Ol嘲●¶劫¢5血dモXユ州一山   
2DDG／12月○  目指ゼ．せ界－の均てん化  

がん患者のライフコースを一貫（情報とケアをつなぐ仕組み）   

［亘コ〕  

第5h民．検診機会  
が十分に凄供さ九て  
いない．阜湖東見の  

機会嬢失、   

①「がん手帖Jの作成  
②がん拠点病院のセカンドオピ  
ニオン受け入れの防疫報酬化。  
③がん地域達挑ノくスの導入。  
㊨病病連携治療計四書（引柁ぎ、 および定期的チェック） 

。  

⑤サ／くイ／く－シップ・ケアプラン． ◆ 
がんの旺歴を持ち歩く．前医と  

現医が探準治療．妥当な治療か  
チェッウ   
＼・、．＿＿．＿＿．＿．＿＿－＿■，－■－．＿＿一  

がんの不安など．  

ら九ない．治盈、延命  

なのを鮎らされない．  

2DD6ハ2月0  日指せ、せ界－の均てん化   
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「あったら、いいな！」（内外のベストプラクティス）  

「がん情報サービス」求められるサービス・事業例20項目  
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「丁芳才妄苫有   
事ながんタイプ別）【モデル例：ー白血縞と言わ  
れたら」〕  

2粗雑壬限讐紆、肌蓮根、1己  
3 がん情Ilセンター・コンテンツ各Il冊子印劇配布   

【NCl．∧CS・＝：  

‥；法幣冊ディスプレー桝恥腑  

5彗畠悪態隻写！島野ライブラリリスト作成  

6力i窒観餓鴇線書籍野方思撃ネ   

（t円総合病院・・▲〕  
1）院内がん畳縫データ早期帥環【治療件数、  優方法男11件数はすぐ閑示可能〕  

篭14讐牒芦措惣苛品題嵩蔓生存  

15濫掘罷㌢瑠射託錨罷  連銭してデー・－ウ作成可能】  

16窯講巨弾滋野鵠芯吉・  

17がん脚に即する医療事故憮tlの収▲と書址  
事例無象を帆旭【日本医療書能1雫圃■軌）  

18がん紳に蘭する匿仕事社の1実告知と蛸厭   
に㈱するマ＝ユアル作成 レ＼－バード大攣マ  
ニュアルあり〕  

1う 患者満足丘デーー，■椚開示〔全国主事痛快で   

クサス．つばさ．出張上ろず相性…〕  

7簡≡甜幣雰．愕り‾（イ訂フオ‾  

8甥喫携帯‡アルクトリ‾【ピュア在宅 9敬督繋ご蹴‡占貯瑠亀  

はウェブ公的〕  
10）らくん1tI臣サービスに鳥毛別書見決定也能追加  【ACS〕  行われた標準研暮井と椚  

2D 地方自治体別ワンストンプ  

ー＿主税ユ＿＿＿－＿＿■＿＿＿＿．  

200Gハ2虎D  自書lせ．せ界－の均てん化  

国立がんセンター  
がん診療ベンチマーキングセンター  

がん登録データ  

臨床指標データの収集  

DPCデータを活用した  

臨床指標データの収集  

がん拠点病院指定制  
度による施設概要  

上記から個別指標と総  
合評価を点数化。  

一般開示も。  

目指せ．せ界－の均てん化  
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がん対策の推進に関する意見交換会 （平成18年12月20日）抄録  

緩和医療からみたがん対策の課題と方向十生  

日本緩和医療学会としての取り組み  

江口研二  

日本緩和医療学会理事長  

東海大学医学部腫瘍内科・オンコロジーセンター  

がん緩和医療とは  

がん緩和医療は、単に終末期患者を対象にするものではなく、がんを疑われた、  

あるいはがんという診断がついた時点からはじまるものと考えています。患者  

さんのがんに伴う身体症状・精神症状の緩和だけでなく、抗癌剤・放射線・手  

術療法など治療にともなう副作用対策も含む専門分野です。  

がん緩和医療を専門とする医療スタッフの力量  

がん緩和医療では、患者さんの日常生活の質（QualityofL血：QOL）が重要  

です。医療スタッフによる客観的な症状の評価だけでなく、患者さんご自身の  

主観的な評価も重視すべきです。がん性痺痛を例にとると、各科の主治医から  

の依頼に、まず現在の痺痛の原因が何かを迅速かつ的確に診断すること、また、  

それと同時併行で症状軽減のための治療を進めることがポイントです。このよ  

うに患者の視点も考慮し、迅速な対応により、患者さんとの認識のギャップを  

できるだけ少なくすることが、がん緩和治療に要求される総合的な技術力です。  

日本緩和医療学会（http：〟wwwjspm喝由）の取り組み  

日本緩和医療学会は、「がん患者の全経過を対象として、PalliativeMedicineの  

専門的発展のための学際的、学問的研究を促進し、結果を医学教育と臨床医学  

とに反映させること」を目的として、1996年に発足しました。現在会員数は4900  

名を超え、半数が医師、約3割強が看護師、その他、薬剤師、ソシアルワーカ  

ーなど多職種の会員により構成されています。  がん緩和医療を全国的に整備  

するための司令塔としての役割を担うために、2006年にNPO法人化の申請を  

行いました。   

＃ 教育について  

緩和医療学会は、全国で行われているがん緩和医療の質の向上と普及のために、  

医療スタッフの教育と緩和ケアチームの充実を大きな事業としています。がん  

患者さんの負担になる個々の症状についての診療ガイドラインを、厚生労働省  

研究班と協力し作成しています。今後も、がん緩和医療に特有の問題や症状に  
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ついての診療ガイドライン作成作業を進め、これらを書物やホームページ掲載  

等で公表していきます。また欧米学会の教育カリキュラムを参考に、がん緩和  

医療の教育研修カリキュラムを作成し、それに基づいて体系的な医療者向けの  

教育研修を実施しています。 ひとつは、各地域での緩和医療に関する教育担  

当者を養成するトレーナーズセミナーであり、また全会員を対象とした教育研  

修カリキュラム修得用のセミナーを定期的に開始しています．全国のがん拠点  

病院・訪問診療による在宅療養など医療機関の役割分担と連携を充実させた地  

域ネットワークが有効に機能するためには、前提として、緩和医療の人材確保  

が必須です。このために学会は、緩和医療専門医の資格制度の設置準備を進め  

ています．また在宅医療を担う実地医家など一般の医師を対象としたがん緩和  

医療に関する教育も、がん連携拠点病院などと協力して行うことにしています。   

＃ 緩和ケアの地域ネットワー ク  

専門医師・看護師によるがん緩和ケアチームは、各科主治医との連携がうまく  

いくと、患者さん・ご家族の方々にとって心強い支援となります。  

緩和医療外来も含め、単一医療機関だけでなく、地域の中での良質な緩和ケア  

の体制をネットワークとして構築する必要があります。しかし、現実的には、  

緩和ケアチームの医師を養成する体系的なシステムは十分でないこと、がん専  

門の精神科医が少ないこと、など課題も多く、この意味でも人材育成の体制整  

備は急務と考えています。   

＃ がん緩和医療の研究体制  

従来、機械的な臨床試験などは緩和医療にそぐわないという意見も多く聞かれ  

ました。しかし、最近の薬剤関連の有害事象報告や、保険適応外の治療方法の  

実施などの問題は放置できなくなってきました。日本におけるがん緩和医療の  

多施設共同臨床試験をもっと効率よく進める体制（試験計画の立案、IRB審査  

体制、研究資金調達、臨床試験支援スタッフ確保など）を整える必要がありま  

す。  

がん緩和医療は本来連続した医療の一環であり、その意味からも患者・家族と  

医療者の信頼関係や臨床腫瘍医と緩和医療医との連携などは、その前提になる  

はずのものです．しかし臨床の現場では、かならずしも円滑にゆかず、誰もが  

消粍する事態に立ち至ることも経験します。今後は、緩和医療に使用する新し  

い薬剤も増え、社会からもがん緩和医療のいっそうの充実が要望されています．  

全国どこでも受けられる良質のがん緩和医療の実現には、地域医療機関の役割  

分担と連携、職種を超えた医療関係者のチームワークとそれらを担う人材の養  

成がポイントであると考えます。  
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日本がん看護学会  

【学会活動の3本柱】   

1．がん医療・看護の進展や人々のニーズに呼応したがん看護実践・研究の発展   

2．がん看護専門職者の生涯教育によるがん看護のレベルアップ   

3．がん看護に関する学術的知見の集積と発信  

1．がん医療・看護の進展や人々のニーズに呼応したがん看護実践・研究の発展   

1）雅域がん拠点病院を中心とした国内学術集会開催（年一回）  

がん患者の心身の苦痛緩和、療養と仕事の継続に必要なセルフケア支援、がん  

患者の豪族支援、がん治療や療養の場の意思決定など、がん患者のクォリティ・オブ・ライ  

フの向上に資する看護研究の発表、意見交換を広く行っている。   

2）世界各国のがん看護師が集う国際学術集会の開催（4年に一回）  

国際学術集会では、グローバルな視野からわが国のがん看護のレベルが検討されるとともに、  

がん予防のための禁煙対策など世界的レベルで取り組むべきがん看護の実践・研究の方向性が  

多面的に意見交換されている。この他、北米がん看護学会メトロミネソタ支部とのパートナー   

シップにより、国際的な学術交流を継続して行らている。   

2．がん看護専門職者の生涯教育によるがん看護のレベルアップ   

1） 

（Dがん看護教育セミナー：がん看護の地域格差をなくすために、学術集会において、がん看護  

の専門的能力研鐸の機会を会員を問わず門戸を広げて開催している。  

②がん看護アドバンストセミナー‥学会員を対象に、高度のがん看護専門能力の獲得をめざし  

た生涯教育プログラムの提供を行っている。   

2）高度がん看護専門職者の資格認定にかかわる取り組み   

（Dがん看護領域認定看護師の分野特定の推進＝医療の高度・複雑化、社会のニーズの高まりに  

呼応して、日本看護協会の資格認定制度による認定看護師（17看護領域）が誕生している。認  
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定看護師は6ケ月間の教育プログラムを経て試験をうけ認定されている。がん看護領域とし  

て、＜がん化学療法看護＞＜が人ノ性痺痛看護＞＜ホスピスケア＞＜乳がん看護＞の4つ認定  

看護師の分野特定の申請を行ってきた。現在までに、＜がん化学療法看護認定看護師148名  

＞＜がん性痺痛看護認定看護師224名＞＜ホスピスケア認定看護師303名＞＜乳がん看護認  

定看護師20名＞の計695名が輩出されている。 これらの認定看護師は、地域がん拠点病院  

を中心に、それぞれの専門能力を発揮しながら、がん患者・家族への看護の質向上に貢献し  

ている。   

②が卿ア継続推進‥大学院教育を受けた高度のがん上級実践能力を有   

するがん看護専門看護師は現在までに79名．が日本看護協会により認定されており、地域がん  

拠点病院においてがん対策推進のキーマンとして活躍をしている。がん専門看護師は、本学  

会の生涯教育プログラム推進の牽引的な役割を果たす一方で、学会活動を通じて自身のキャ  

リア向上の機会を得ている。   

3）がん看抑自卓研嘩  
専門職者として自己研鎮を、自律的に継続的に行っていくために、がん看護学会特別関心活  

動グループを組織している。関心テーマ毎のグループ（がん化学療法看護、がん性痺痛看護、  

乳がん看護、血液・骨髄幹細胞移植看護、遺伝がん看護など13グルーフりでは、最新のがん  

看護に関する情報交換等により切磋琢磨がなされている。   

4）がん看護の地域格差をなくすためのコアカリキュラムの推準  

がん看護に携わるものは誰でもどこでも標準的ながん看護ケアが行えるよう、がん看護コア  

カリキュラム作成のプロジェクトをすすめている。手はじめに、北米がん看護学会が作成し  

た「がん看護コアカリキュラム」の日本語版を作成し、普及を図るべく準備中である。   

3．がん看護に関する学術的知見の集積と発信  

「日本がん看護学会誌」の年2回刊行  

「日本がん看護学会ホームページ」  ／i11dex＿  SCll．umln．   a．Iltl¶1  
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がん対策意見交換会 資料  

（杜）日本口腔外科学会  

現在までに実施してきた口腔がん対策   

・禁煙推進運動  

口腔領域においても喫煙よりがん発生が有意に増加するとされ、平成15  

年10月禁煙推進宣言を行い、会員、国民に喫煙習慣の大幅な抑制に着手し、  

禁煙の推進に向けて活動を行い口腔がん発生の予防を図ってきた。  

・口腔がん検診のガイドラインの策定  

平成16年度目本歯科医学会委託研究課題として、一般歯科医師を対象とし  

た「口腔癌検診のためのガイドライン」を作成し公開した（日本歯科医学  

会誌25：54－62，2006）。  

・地域口腔がん検診の実施  

本学会都道府県支部、地域歯科医師会、自治体と協同して口腔がん検診を  

実施し、最近、検診実施地域は拡大傾向にある。  

・口腔がんの診断・治療に関する教育研修会の開催  

教育研修会を定期的に、時には関連学会と共同で研修会を開催して、本学  

会員の診断精度向上、治療の標準化、ならびに治療成績の向上を図ってき  

た。  

・口腔癌治療のガイドラインの策定  

日本口腔腫瘍学会と連携して、これまで医師・歯科医師を対象とした下顎  

歯肉癌、舌癌の治療ガイドラインを作成し公開し、口腔がん治療の標準化  

を図っている（http：／／www．jsoms．or．jp／）。  

・口腔がんに関する疫学調査  

日本頭頸部癌学会と共同で口腔がんに関する疫学調査を実施してきた（日  

本口腔外科学会雑誌52：401－410，2006）が、今後の調査研究の継続・方法  

については、個人情報保護の点から検討中である。  

・口腔がんに関する基礎的・臨床的研究の実施  

口腔扇平上皮癌の浸潤様式に関する研究、下顎歯肉癌T4分類、超選択的動  

1  
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注化学療法等、数多くの研究成果をあげ、口腔がん治療成績の向上に寄与  

してきた。  

口腔がん対策に対する提言   

・歯科医学・医学教育における口腔がん教育の充実   

歯学部学生、医学部学生に対する口腔がんの診断・治療等に関する教育の   

充実をはかる（コア・カリキュラムの充実）。  

・開業歯科医師に対する口腔がん診断に関する研修体制の整備   

日本歯科医師会を通じて、口腔を診察する機会が最も多い一般の開業歯科   

医師に対する口腔がん検診・診断に関する研修体制を整備する。  

・口腔がん・口腔前がん病変の啓蒙と口腔がん検診の実施   

歯科の8020運動と連動させて、地域、職場における歯科検診を有効に活用   

して、口腔がん・口腔前がん病変について啓蒙するとともに、口腔がん検   

診を推進する。  

・より簡便な口腔がん検診法の開発   

唾液や含蠍液等による簡便で診断精度の高い口腔がん検診システムを開発  

する。  

・都道府県がん診療連携拠点病院における口腔外科の設置   

口腔がんの診断・治療、口腔ケア、口腔機能回復を担当するとともに、地   

域の口腔がん治療医の研修・養成に寄与する。  

・口腔がん治療医の養成   

都道府県がん診療連携拠点病院や大学病院における歯科医師の研修システ  

ムを構築する。  

・個別化・低侵襲治療および機能回復治療法の開発と支援   

口腔のqOLを考慮した個別化したより低侵襲治療法とともに、治療後の口   

腔機能回復療法を開発・支援する。  

・重複がん早期診断・治療システムの構築   

口腔がん患者の10－15％が有する重複がんの早期診断・治療システムを構   

築し、がん死亡率の減少をはかる。  

2  
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